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序　　　　　文

ボリビア共和国の主要産業である鉱業の開発過程では、開発に伴う鉱害にはほとんど関心が払わ

れていなかったため、鉱物廃滓の流出等による深刻な環境汚染が問題になっていました。このよう

な状況の下、ボリビア共和国政府は、鉱害防止対策を推進するには、技術・政策面から調査・研

究を行い、その成果を普及するために、環境保安研究センターの設立が必要との認識に至り、我が

国に対してプロジェクト方式技術協力を2000年７月に要請しました。

かかる要請を受け、我が国は2001年４月から2002年１月にわたって短期調査を4回実施し、プロ

ジェクト方式技術協力の実施の妥当性を確認し、2002年５月にボリビア共和国側と討議議事録

（R/D）を署名・交換しました。これにより、「ボリビア国鉱山環境研究センター」を2002年７月か

ら５年間にわたって実施することになりました。

本報告書は、上記の調査結果、協議結果を取りまとめたもので、今後のプロジェクトの展開に広

く活用されることを願うものです。

ここに、本実施調査にご協力いただいた外務省、経済産業省、在ボリビア日本大使館、国際協力

事業団ボリビア事務所など、内外の関係者に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援を

お願いする次第です。

2002年６月

国際協力事業団　

理事　望月　久
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第１章　要請背景

16世紀以降、鉱業はボリビア共和国（以下「ボリビア」と記す）の主要産業であるが、開発に重点

が置かれる一方、開発に伴う鉱害対策は行われてこなかった。しかし、1996年に生じたボリビア国

内の廃滓堆積場決壊による国際河川汚染（ピルコマヨ川、ラプラタ川上流河川）により、アルゼン

チン等の近隣諸国との間で国際問題が生じるなど、早急な対策の必要性が求められている。また、

1997年９月から1999年９月に実施された開発調査「ポトシ県鉱山セクター環境汚染評価調査」に

より、鉱害による水質汚染が極めて深刻な状態になっており、流域で深刻な健康被害等が生じてい

ることが科学的に明らかにされた。

かかる状況の下、ボリビア政府は開発調査での提言も踏まえ、ポトシ県、更にはボリビア全土に

おいて鉱害防止対策を進めていくために、技術・政策の両面における調査・研究を行い、かつその

研究成果を普及するための機関として「鉱山環境研究センター」を新たに設立する必要があるとの

認識に至り、日本国政府に対しプロジェクト方式技術協力を要請した。
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第２章　調査・協議の経過と概略

２－１　短期調査（第１次） 2001年４月１日～2001年４月14日

本プロジェクトの背景について情報を収集するとともに、プロジェクト基本計画や実施体制に

ついてボリビア側と協議を行った。実施機関、実施体制、技術移転分野、派遣専門家の分野、協

力機関、等について、要請された内容からの変更案を調査団が提案したが、協議を通じてボリビ

ア側からの合意を得られ、双方がプロジェクトの基本的な枠組みについて合意した。調査・協議

の結果については協議議事録（M/M）に取りまとめ、実施機関（環境・天然資源・森林開発次官

室及びポトシ県）と署名・交換を行った。

また、帰路の際チリに立ち寄り、本プロジェクトにおけるチリとの連携の可能性について、チ

リ側（チリ国際協力庁、地質鉱業局）の見解を聴取したところ、チリ側の反応は良好で、特段の支

障もあげられなかった。近隣の鉱業大国であるチリの経験を生かすとともに、今後の南南協力推

進の一助となり得るため、連携協力の検討を積極的に進めることとした。

２－２　短期調査（第２次） 2001年７月９日～2001年７月26日（コンサルタント団員のみ）

本調査と第３次短期調査を通じて、プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）手法に

基づいたプロジェクトの基本計画・詳細計画を策定し、プロジェクト・ドキュメントとして取り

まとめることを目指し、本調査では、コンサルタントによる各関連機関へのプロジェクト・デザ

イン・マトリックス（PCM）手法の説明、ヒアリング調査、PDM作成を実施するとともに、プロ

ジェクト実施前段階における周辺環境（社会的・自然的状況等）の情報を収集・分析した。

２－３　短期調査（第３次） 2001年８月28日～2001年９月20日

プロジェクト基本計画、技術移転分野・活動内容、実施・運営体制、各関係機関の業務分

掌・責任体制、等について、第1次短期調査における合意事項について確認のうえ、修正が必要

な点、各事項の詳細について、ボリビア側と協議を実施した。第1次短期調査における合意内容

から、運営体制（運営委員会と合同調整委員会との統合）などについて変更することになり、投入

する機材内容の大枠などについて新たに決定した。また、プロジェクト・ドキュメント作成に必

要な補足情報を収集した。

ボリビアとチリ側両国による連携の可能性に関し、ボリビア側は、チリとは協力の実績はある

が国交がなく、可能かどうか外務省に確認が必要とのことであった。よって、調査団とボリビア

側は、連携協力の具体的な内容についてはプロジェクト開始後に検討することで合意した。
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２－４　短期調査（第４次） 2002年１月９日～2002年１月24日

本プロジェクト関係者と協議を行い、討議議事録（R/D）締結に向けた年間活動計画、実施体

制、日本・ボリビア側双方の投入、プロジェクト終了後の自立発展について最終確認するととも

に、補足情報の収集を行った。協議結果について協議議事録（M/M）に取りまとめ、ボリビア側

と署名・交換した。また、廃滓堆積場等の鉱害対策現場に視察や専門家の住宅事情調査、機材

調達関連調査を実施した。

本件調査により、R/Dの内容についてボリビア側と合意し、締結に必要な協議はすべて終了し

た。

２－５　実施協議　2002年５月７日

JICAボリビア事務所長、持続的開発企画省環境・天然資源・森林開発次官、ポトシ県知事、

財務省公共投資・対外融資次官により、R/Dを署名・交換した。
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第３章　事業事前評価概要

プロジェクト方式技術協力新規案件（事業事前評価概要）

案件名 : ボリビア鉱山環境研究センタープロジェクト

対象国 : ボリビア

実施地域 : ポトシ県

実施予定期間 : 2002年７月から５年間

１. プロジェクト要請の背景

16世紀以降、鉱業はボリビアの主要産業であるが、開発に重点が置かれる一方、開発に伴う鉱

害対策は行われてこなかった。しかし、1996年に生じたボリビア国内の廃滓堆積場決壊による国

際河川汚染（ピルコマヨ川、ラプラタ川上流河川）により、アルゼンチン等の近隣諸国との問で

国際問題が生じるなど、早急な対策の必要性が求められている。また、1997年９月から1999年

９月に実施された開発調査「ポトシ県鉱山セクター環境汚染評価調査」により、鉱害による水質

汚染が極めて深刻な状態になっており、流域で深刻な健康被害等が生じていることが科学的に明

らかにされた。

かかる状況の下、ボリビア政府は開発調査での提言も踏まえ、ポトシ県、更にはボリビア全土

において鉱害防止対策を進めていくために、技術・政策の両面における調査・研究を行い、か

つ、その研究成果を普及するための機関として「鉱山環境研究センター」を新たに設立する必要

があるとの認識に至り、日本政府に対しプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

２. 国別事業実施計画における位置づけ

鉱山環境対策は、2001年３月のプロジェクト形成調査団で確認された重点３分野の「環境保

全」に位置づけられ、環境汚染による健康被害及び国際河川汚染による下流域国家との問題改

善に向け、喫緊の課題となっている。

３. プロジェクトの概要及び達成目標

（１）達成目標

１）プロジェクト終了時の達成目標

ポトシ県に適した鉱業廃水による水質汚濁防止のための行政及び技術が確立され、鉱山

環境行政において当センターの成果が活用される。

２）協力終了後に達成が期待される目標

プロジェクトの成果が他鉱業地域で活用されるとともに、当センターが鉱業環境行政や
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民間鉱山会社の技術的・知識的支援が行えるようになる。

（２）成　果

１）汚染メカニズム把握のための化学分析・環境調査の技術が習得される。

２）汚染発生源対策のための廃水処理技術が習得される。

３）環境対策コスト捻出のための選鉱処理技術が改善される。

４）鉱山環境行政に関する技術的・知識的支援が行われる。

（３）投　入

１）日本側 : 長期専門家５名（チーフアドバイザー、業務調整、環境調査、廃水処理、化学

分析）、短期専門家延べ20名程度、カウンターパート研修（毎年2名程度）、機材供与約

1.2億円、総コスト約5.2億円

２）相手側 : カウンターパートの配置11名、施設提供（既存施設の改修利用）、機材・メンテ

ナンス費用、プロジェクト運営経費等、総コスト約1.6億円

（４）プロジェクト実施体制

１）先方実施機関 : 持続開発企画省／環境天然資源森林開発次官室、ポトシ県

２）先方協力機関 : トーマスフリアス自治大学、開発経済省／鉱山冶金次官室

３）国内協力機関 :（財）国際鉱物資源開発協力協会

４. 事前評価結果

主要な鉱業地域であり汚染が深刻であるポトシ県の環境改善を目標としてセンターを設置する

が、将来的にはボリビア国における鉱山環境行政及び対策技術の中心的役割を担う機関に位置

づけられる予定である。また、他ドナーによる鉱害対策施設建設及び啓蒙普及型プロジェクトと

の連携を行うことにより一層の効果の波及が期待される。

５. 関連情報

（１）他のわが国協力とのかかわり

・開発調査「ポトシ県鉱山セクター環境汚染評価調査」（1997.９～1999.９）

・個別専門家派遣「鉱石処理・廃人処理」（２名）（2000.４～2000.８）
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（２）他ドナーの動き

・kfw－サンアントニオ廃滓堆積場建設（ポトシ）（2004年完成）

・世界銀行による小規模廃滓堆積場の建設（2002年～2004年まで）

（３）グローバルイシューに関する特記事項

PRSP（貧困削減戦略ペーパー）の横断的テーマとして環境が位置づけられ、鉱山活動支援及

び鉱害管理・モニタリングの重要性が指摘されている。

（４）広報上のポイント

日本の鉱害経験・対策技術の移転・世界遺産のポトシ地域への環境協力。

（５）治安の状況

治安状況はよく、協力の実施に際しての問題はない。
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６．R/D及び協議議事録



1. 要請書（西語オリジナルと和訳）
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